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１．15 年 9 月中間期の業績(平成 15 年 4 月１日～平成 15 年 9 月 30 日) 
(1)経営成績               記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
  売上高 営業利益 経常利益 
 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

百万円 
166,225 
160,195 

％ 
3.8 
3.0 

百万円 
4,787 
2,453 

％ 
95.2 
29.1 

百万円 
2,836 
538 

％ 
426.5 
△47.5  

15 年 3 月期 332,421  8,234   4,390   
 

 中間（当期）純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

百万円 
3,072 
3,735 

％ 
△17.8 
133.3 

円   銭 
5 69 
6 79 

15 年 3 月期 3,290  5  82 
（注）①期中平均株式数        15 年 9 月中間期  540,090,799 株    14 年 9 月中間期  550,015,054 株        

②会計処理の方法の変更    無                               15 年 3 月期      545,082,924 株      
③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

  

(2)配当状況 
 １株当たり 
 中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

  円  銭 
2 50 
2 50 

  円  銭 
― 
― 

15 年 3 月期 ― 5 00 
 

(3)財政状態 
 

総資産

 

株主資本

 

株主資本比率

 
１株当たり 
株主資本 

 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

百万円 
540,207 
519,405 

百万円 
228,302 
221,246 

％ 
42.3 
42.6 

円   銭 
422  72 
404 93 

15 年 3 月期 526,202 217,701 41.4 402 85 
(注) ①期末発行済株式数 15 年 9 月中間期 540,084,948 株 14 年 9 月中間期 546,386,782 株 
    15 年 3 月期 540,099,702 株 
 ②期末自己株式数 15 年 9 月中間期  11,183,156 株 14 年 9 月中間期   4,881,322 株 
    15 年 3 月期  11,168,402 株 
２．16 年 3 月期の業績予想(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 期 末  

 
通 期 

百万円 
343,000 

百万円 
9,000 

百万円 
5,000 

百万円 
4,000 

円   銭 
2 50 

円   銭 
5 00 

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期)  7 円 41 銭 
上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後
様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の連結７ページを参照して下さい。 
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比 較 貸 借対照表  
 

(単位 百万円) 

科   目

 
当 中 間 期 

(平成15年 9月 30日現在)
 

前年中間期 
(平成14年 9月 30日現在)

 

前      期 
(平成15年 3月 31日現在)  

 比 較 増 減 
対 前 期 

(資 産 の 部 )  
流 動 資 産  

 
１９０，１８７ 

 
１８７，８４７ 

 
２０７，４６１ 

  
△１７，２７４ 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
有 価 証 券 
棚 卸 資 産 
未 収 入 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 の 流 動 資 産 
貸 倒 引 当 金 
 

固 定 資 産  

５，５７８ 
９６４ 

９７，０９４ 
９，０５５ 
１７，１８５ 
１９，３０４ 
７，０５１ 
３３，９８１ 

△２８ 
 

３５０，０１９ 

１１，００１ 
８５３ 

８９，９８３ 
１２，３０９ 
２４，３７７ 
１７，６５２ 
３，７３９ 
２７，９５２ 

△２２ 
 

３３１，５５７ 

１７，３７２ 
９０６ 

９４，９１３ 
１７，３３９ 
１８，４３３ 
２３，２７５ 
２，４６１ 
３２，７７８ 

△１９ 
 

３１８，７４０ 

 △１１，７９４ 
５８ 

２，１８１ 
△８，２８４ 
△１，２４８ 
△３，９７１ 
４，５９０ 
１，２０３ 

△９ 
 

３１，２７９ 

 
有 形 固 定 資 産  

 
７３，２４８ 

 
９１，９０７ 

 
７４，７３６ 

  
△１，４８８ 

建 物 及 び 構 築 物 
機 械 装 置 
車 両 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 

 
無 形 固 定 資 産  

３０，３５９ 
２３，９６８ 

１２８ 
２，１１７ 
１５，１２０ 
１，５５３ 

 
１，７１１ 

３２，２８６ 
３８，８１８ 

１６１ 
２，８３０ 
１５，１５１ 
２，６５７ 

 
１，４９１ 

３１，２７５ 
２４，２５８ 

１３７ 
２，０９８ 
１５，１２７ 
１，８３８ 

 
１，５５７ 

 △９１６ 
△２９０ 
△９ 
１９ 
△７ 

△２８５ 
 

１５４ 
 

投 資 そ の 他 の 資 産  
 

２７５，０５９ 
 

２３８，１５９ 
 

２４２，４４７ 
  

３２，６１２ 
投 資 有 価 証 券 
子 会 社 株 式 
長 期 貸 付 金 
前 払 年 金 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
その他の投資その他の資産  
貸 倒 引 当 金 

 

５５，８０３ 
１７７，６８２ 
１４，７４６ 
２２，８９９ 

― 
５，０６１ 
△１，１３２ 

５５，９１３ 
１６１，８９２ 
２，５５１ 
１３，９１０ 

― 
５，０７３ 
△１，１８１ 

４２，１４５ 
１７６，１３１ 
２，２１７ 
１４，４９５ 
３，５４５ 
５，０５２ 
△１，１４０ 

 １３，６５８ 
１，５５１ 

１２，５２９ 
８，４０４ 

△３，５４５ 
９ 
８ 
 

資 産 合 計 ５４０，２０７ ５１９，４０５ ５２６，２０２  １４，００５ 
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(単位 百万円) 

科   目

 
当 中 間 期 

(平成15年 9月 30日現在)
 

前年中間期 
(平成14年 9月 30日現在)

 

前      期 
(平成15年 3月 31日現在)  

 比 較 増 減 
対 前 期 

(負 債 の 部 )  
流 動 負 債  

 
１５１，５３３ 

 
１４７，５１８ 

 
１４６，７７４ 

  
４，７５９ 

支 払 手 形 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
社 債 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
そ の 他 の 流 動 負 債 

 
固 定 負 債  

４，９３５ 
７８，１７８ 
３５，５３３ 
２０，０００ 
４，２７２ 
８，１１９ 

１７ 
４７６ 

 
１６０，３７０ 

４，８１８ 
７２，７８７ 
３７，２０８ 
１０，０００ 
１２，５６２ 
９，６３７ 

２０ 
４８３ 

 
１５０，６４１ 

４，７５７ 
８５，１０３ 
３４，８０４ 
１０，０００ 
４，２２４ 
７，３８２ 

１７ 
４８５ 

 
１６１，７２７ 

 １７８ 
△６，９２５ 

７２９ 
１０，０００ 

４８ 
７３７ 
― 
△９ 
 

△１，３５７ 
社 債 
転 換 社 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
そ の 他 の 固 定 負 債 

 

８０，０００ 
１６，９８９ 
５２，５００ 
８，９３２ 
１，５９１ 
３５７ 

 

８０，０００ 
１６，９８９ 
４５，３８０ 
６，２１４ 
１，４４２ 
６１５ 

９０，０００ 
１６，９８９ 
５２，５００ 

― 
１，６６８ 
５６９ 

 △１０，０００ 
― 
― 

８，９３２ 
△７７ 
△２１２ 

 
 

負 債 合 計 ３１１，９０４ ２９８，１５９ ３０８，５０１  ３，４０３ 
(資 本 の 部 )  
資  本  金  

 
６７，１７６ 

 
６７，１７６ 

 
６７，１７６ 

  
― 

 
資 本 剰 余 金  

 
７７，９２４ 

 
７７，９２３ 

 
７７，９２３ 

  
１ 

資 本 準 備 金 
そ の 他 資 本 剰 余 金 
 自 己 株 式 処 分 差 益 

 
利 益 剰 余 金  

７７，９２３ 
０ 
０ 
 

７２，９５０ 

７７，９２３ 
― 
― 
 

７３，１５９ 

７７，９２３ 
― 
― 
 

７１，３４８ 

 ― 
０ 
０ 
 

１，６０２ 
利 益 準 備 金 
任 意 積 立 金 
中 間 未 処 分 利 益 又 は 
当 期 未 処 分 利 益 

１０，２９２ 
５７，５０１ 

 
５，１５６ 

１０，２９２ 
５７，６６７ 

 
５，２００ 

１０，２９２ 
５７，６６７ 

 
３，３８８ 

 ― 
△１６６ 

 
１，７６８ 

 
株 式 等 評 価 差 額 金  

 
１４，２７９ 

 
５，０９６ 

 
５，２７４ 

  
９，００５ 

その他有価証券評価差額金 １４，２７９ ５，０９６ ５，２７４  ９，００５ 
              

自 己 株 式 △４，０２８ △２，１１０ △４，０２２  △６ 
      

資 本 合 計 ２２８，３０２ ２２１，２４６ ２１７，７０１  １０，６０１ 
負 債 及 び 資 本 合 計 ５４０，２０７ ５１９，４０５ ５２６，２０２  １４，００５ 
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比較損益計算書  
  

(単位 百万円) 

科   目 

当 中 間 期 
自 平成 15 年 4月 １日 

至 平成 15 年 9月 30 日 

前年中間期 
自 平成 14 年 4月 １日 

至 平成 14 年 9月 30 日 

前     期 
自 平成 14 年 4月 １日 

至 平成 15 年 3月 31 日  

比 較 増 減 
対前年中間期 

 金 額 
対売上高 
比 率 

金 額 
対売上高 
比 率 

金 額 
対売上高 
比 率 

 金 額 増減率 

(経 常 損 益 の 部 ) 
営業損益の部 
売 上 高 
売 上 原 価 
販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

 
 

１６６，２２５ 
１４３，２９６ 
１８，１４１ 
４，７８７ 

％ 
 

100.0 
86.2 
10.9 
2.9 

 
 

１６０，１９５ 
１３９，３６６ 
１８，３７５ 
２，４５３ 

％ 
 

100.0 
87.0 
11.5 
1.5 

 
 

３３２，４２１ 
２８８，２３０ 
３５，９５７ 
８，２３４ 

％ 
 

100.0 
86.7 
10.8 
2.5 

  
 

６，０３０ 
３，９３０ 
△２３４ 

２，３３４ 

％ 
 

3.8 
2.8 
△1.3 
95.2 

営業外損益の部 
営 業 外 収 益 

 
２，０６８ 

 
1.2 

 
１，６９５ 

 
1.1 

 
３，７８０ 

 
1.1 
  

３７３ 
 

22.1 
受取利息及び配当金 
雑 益 

営 業 外 費 用 

１，５４５ 
５２２ 

４，０１９ 

0.9 
0.3 

2.4 

９８７ 
７０７ 

３，６０９ 

0.6 
0.5 

2.3 

２，２８３ 
１，４９７ 

７，６２４ 

0.7 
0.4 

2.3 

 ５５８ 
△１８５ 

４１０ 

56.5 
△26.1 

11.4 
支 払 利 息 
雑 損 

経 常 利 益 

１，７３４ 
２，２８４ 

２，８３６ 

1.0 
1.4 

1.7 

１，７５８ 
１，８５０ 

５３８ 

1.1 
1.2 

0.3 

３，５０４ 
４，１２０ 

４，３９０ 

1.1 
1.2 

1.3 

 △２４ 
４３４ 

２，２９８ 

△1.4 
23.5 

426.5 

(特 別 損 益 の 部 ) 
特 別 利 益 ２，２０６ 1.3 １４，８７７ 9.3 １５，９３２ 4.8 

 

△１２，６７１ △85.2 
 
 

投資有価証券売却益 
退職給付信託設定益 
固 定 資 産 売 却 益 

 

特 別 損 失 

２，２０６ 
－ 
－ 
 

－ 

1.3 
－ 
－ 
 

－ 

２，２０４ 
１１，８９１ 

７８０ 
 

８，４５９ 

1.4 
7.4 
0.5 
 

5.3 

３，１５０ 
１１，８９１ 

８９０ 
 

２２，１４３ 

0.9 
3.6 
0.3 
 

6.6 

 

２ 
△１１，８９１ 

△７８０ 
 

△８，４５９ 

0.1 
－ 
－ 
 

－ 
事業構造改善費用 
子会社株式売却損 
投資有価証券等評価損 

 

－ 
－ 
－ 
 

－ 
－ 
－ 
 

６，９１５ 
８５１ 
６９２ 

 

4.3 
0.6 
0.4 

７，２３９ 
８５１ 

１４，０５２ 

2.2 
0.2 
4.2 

  △６，９１５ 
△８５１ 
△６９２ 

 

－ 
－ 
－ 
 

税 引 前 中 間 純 利 益 又 は 
税 引 前 当 期 純 損 失 (△ ) ５，０４３ 3.0 ６，９５６ 4.3 △１，８１９ △0.5  △１，９１３ △27.5 
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 還 付 額 
法 人 税 等 調 整 額 

８７ 
－ 

１，８８４ 

0.1 
－ 
1.1 

２０ 
－ 

３，２００ 

0.0 
－ 
2.0 

２１２ 
２１６ 

△５，１０６ 

0.1 
0.1 

△1.5 

 ６７ 
－ 

△１，３１６ 

335.0 
－ 

△41.1 
 
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ３，０７２ 1.8 ３，７３５ 2.3 ３，２９０ 1.0  △６６３ △17.8 
前 期 繰 越 利 益 
中 間 配 当 額 
 

２，０８４ 
－ 
  

１，４６４ 
－ 
  

１，４６４ 
１，３６５ 

 

 
 
 

 

  
中間(当期)未処分利益  ５，１５６  ５，２００  ３，３８８     
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項    
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式は、移動平均法による原価法であります。 
その他有価証券 
 時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づく時価法であります。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
 時価のないもの：移動平均法による原価法であります。 

 
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 製品及び材料は総平均法に基づく低価法であります。仕掛品は総平均法に基づく原価法、貯蔵品は移動
平均法に基づく原価法であります。 

 
３．固定資産の減価償却方法 

 有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法であります。 
 ただし、平成 10 年 4月 1日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法を採用してお
ります。 
 

４．引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 
 中間期末の金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、また
貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案して個別に貸倒見積額を計上しております。 

 
(2)退職給付引当金 
 従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
中間期末において発生していると認められる額を退職給付引当金または前払年金費用として計上して
おります。 

 
(3)役員退職慰労引当金 
 役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しており
ます。 
 この役員退職慰労引当金は商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。 
 

５．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。 

 
６．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
７．重要なヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 
 為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例
処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段    ヘッジ対象 
  為替予約     外貨建債権 
  金利スワップ   借入金 

(3)ヘッジ方針 
 当社は、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建債権の
為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の為に金利スワ
ップ取引を行うものとしております。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 
 ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段に高い相関関係があることを確認し，有効
性の評価としております。 

８．消費税等の会計処理 
税抜方式であります。
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注記事項注記事項注記事項注記事項    

（貸借対照表の注記） 

                                          （当 中 間 期）        （前年中間期）     （前 期）  

１．有形固定資産の減価償却累計額   191,387 百万円       234,181 百万円      193,246 百万円 

 

２．保   証   債   務   等            46,189 百万円        43,106 百万円       51,370 百万円 
  （保証類似行為を含めて表示しております。） 

 

 

有価証券関係有価証券関係有価証券関係有価証券関係    
    

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                     (単位：百万円) 

当中間期 
(平成 15 年 9月 30 日現在) 

前年中間期 
(平成 14 年 9月 30 日現在) 

前 期 
(平成 15 年 3月 31 日現在) 

種 類 中間 
貸借対照
表計上額 

時 価 差 額 
中間 
貸借対照
表計上額 

時 価 差 額 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子会社株式 － － － － － － － － － 

関連会社株式 2,692 7,270 4,578 2,692 6,157 3,465 2,692 5,490 2,797 

合  計 2,692 7,270 4,578 2,692 6,157 3,465 2,692 5,490 2,797 

 


